
1　職員の任免および職員数に関する状況

（1）職員の採用状況（令和3年4月1日～令和4年3月31日） （単位：人）

令和３年度尾道市人事行政の運営等の状況

　「地方公務員法」及び「尾道市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づき、令和３年度尾道市人

事行政の運営等の状況について公表します。

職種 採用者数 前年度採用者数

市

長

事

務

部

局

等

主事（一般事務職） 14 15

技師

管理主事、指導主事、主任指導主事 2 3

保健師 3 3

1 0

診療放射線技師 0 0

薬剤師 0 2

5

0

作業療法士 0 0

2 5

保育士 2 1

幼稚園教諭 0 1

病

院

事

業

局

尾

道

市

立

市

民

病

院

主事（一般事務職） 0 9

医師 1

消防 3 6

技術員 2 2

歯科衛生士 0 1

医師 4 4

診療放射線技師 2 0

看護師 8 10

歯科衛生士 0 1

管理栄養士 0 0

理学療法士

臨床心理士 0 0

主事（一般事務職）・技士 4 4

保健師 0 0

臨床検査技師 1 0

臨床工学技士 1 0

言語聴覚士 0

社会福祉士 1 1

看護師 10 6

薬剤師 1 1

1 1

臨床検査技師 0 1

作業療法士 2 2

介護福祉士 8 1

理学療法士 2 2

言語聴覚士

管理栄養士 0 0

臨床心理士 0 0

社会福祉士 1 0

公

立

み

つ

ぎ

総

合

病

院

学芸員（事務職兼務） 1 0
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（2）職員の退職等の状況（令和3年4月1日～令和4年3月31日） （単位：人）

（3）部門別職員数の状況　　 　（各年4月1日現在）

（4）地位別職員数の状況（一般行政職） （単位：人）

人数 前年度人数 人数 前年度人数

区分
市長事務部局等

病院事業局

尾道市立市民病院 公立みつぎ総合病院

人数 前年度人数

17

分限免職 0 0 0 0 0 0

普通退職 10 2 8 9 28

12

早期退職 7 8 1 3 0 0

定年退職 22 36 12 4 8

0

計 39 47 22 16 36 29

死亡退職 0 1 1 0 0

0

失職 0 0 0 0 0 0

懲戒免職 0 0 0 0 0

142 132 129 1 △10 △3

令和4年

一

般

行

政

部

門

議会 9 9 9 － － －

総務企画

0

区分 職員数（人） 対前年増減（人）

部門 令和2年 令和3年 令和4年 令和2年 令和3年

再任用職員 14 16 0 0 0

△3

衛生 91 91 90 △4 － △1

民生 186 182 179 △7 △4

－

労働 0 0 0 － － －

税務 48 48 48 △1 －

△6

小計 634 618 607 △10 △16 △11

土木 99 96 90 3 △3

1

商工 23 25 26 － 2 1

農林水産 36 35 36 △2 △1

△8 △4 △6

普通会計計 987 967 950 △18 △20 △17

△4 △4

消防 206 206 204 － － △2

特

別

行

政

部

門

教育 147 143 139 △8

小計 353 349 343

下水道 13 15 15 － 2 －

△7 21

水道 52 51 50 △3 △1 △1

病院 878 871 892 △19

交通 1 1 1

1

条例定数 2,287 2,287 2,287 － － －

合計 1,975 1,947 1,948 △43 △28

△2

小計 988 980 998 △25 △8 18

その他 44 42 40 △3 △2

公

営

企

業

等

会

計

部

門

－ － －

係長級 71 48 119

課長級 42 13 55

課長補佐級 43 9 52

（注）職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員などを含み、臨時

　　　　又は非常勤職員を除いています。

区分 男性 女性 計

部長級 12 4 16
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2　職員の人事評価の状況

（1）目的

　職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力及び挙げた業績を公正に把握することで、職員の主体的な職務の

遂行及び高い能力を持った公務員の育成を行うとともに、能力・業績に基づく人事管理を行うことにより、組織全体の

士気高揚を促し、公務能率の向上につなげ、最終的には住民サービス向上の土台をつくることを目的としています。

（2）内容

（3）人事評価の結果の活用

　被評価者の任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用するものとします。

3-1　職員の給与の状況【市長の事務部局等】

（1）令和3年度の人件費の状況（普通会計決算）

（2）令和3年度の職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）1　職員手当には退職手当を含みません。

（注）2　職員数は、令和3年4月1日現在の職員数で、短時間勤務職員は含みません。

（3）職員の平均給料月額、平均給与月額および平均年齢の状況（令和4年4月1日現在）

（4）ラスパイレス指数の推移（一般行政職）　

（注）　ラスパイレス指数は、国家公務員の給与水準を100として尾道市職員の給与水準を比較した数字です。

（5）一般行政職員の初任給の状況（令和4年4月1日現在）

（6）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和4年4月1日現在）

評価期間 4月1日から翌年3月31日まで

職員数

(A)

給与費 1人当たり給与費

(B／A)給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　(B)

130,952人 68,051,087千円 932,601千円 10,033,049千円 14.7% 13.2%

対象者
一般職の職員

※退職派遣者及び他団体への派遣職員、他団体からの派遣職員等を除く。

評価方法 能力評価及び業績評価

住民基本台帳人口

(年度末)

歳出額

(A）
実質収支

人件費

(B)

人件費率

(B／A)

令和2年度の

人件費率(参考)

347,247円 410,313円 45.9歳 315,702円 344,754円 54.0歳

一般行政職 技能労務職

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

967 人 3,680,812千円 815,137千円 1,466,867千円 5,962,816千円 6,166千円

中級（短大卒） 163,100円 ー

初級（高校卒） 150,600円 150,600円

区分 尾道市 国

上級（大学卒） 182,200円 182,200円

平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年

99.9 100.7 100.9 100.9 100.8

243,500円 306,350円 350,500円

技能労務職 高校卒 ー ー 367,950円

区分 経験年数10～15年 経験年数15～20年 経験年数20～25年

一般行政職
大学卒 303,751円 345,192円 361,591円

高校卒
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（7）一般行政職の級別職員数の状況（令和4年4月1日現在）

（注）　再任用職員は含んでいません。

（8）職員手当の状況（令和4年4月1日現在）

（注）1　( )内は、再任用職員に係る支給割合です。

（注）2　退職手当の1人当たり平均支給額は、令和3年度に退職した職員に支給された平均額です。

課長補佐 課長 部長

職員数 9人 30人 53人 150人 107人

6級 7級 8級 計

標準的な職務内容 係員 係員 係員 主任 係長

区分 1級 2級 3級 4級 5級

11.2% 10.9% 3.0% 100%

参考
1年前の構成比 2.5% 5.1% 12.8% 30.0%

52人 51人 14人 466人

構成比 1.9% 6.4% 11.4% 32.2% 23.0%

(0.675)月分

24.8% 13.0% 9.8% 2.8% 100%

区分 尾道市 国

23.5% 12.2% 10.7% 3.2% 100%

5年前の構成比 0.9% 5.2% 11.8% 31.7%

職制上の段階、職務の級等による加算措置

退職手当

（支給率） 自己都合 応募認定・定年 （支給率） 自己都合 応募認定・定年

支給率は国と同じ

その他の加算措置

　定年前早期退職特例措置（2～30％）

勤続20年

計 2.4月分 1.9月分

(1.35)月分 (0.9)月分

(0.45)月分

12月期 1.2月分 0.95月分

(0.675)月分 (0.45)月分

期末手当

勤勉手当
国と同じ

期末手当 勤勉手当

6月期 1.2月分 0.95月分

最高限度額 47.709月分 47.709月分

その他の加算措置

　定年前早期退職特例措置（2～45％）

1人当たりの

平均支給額

自己都合 定年・早期

3,133千円

19.6695月分 24.586875月分

勤続25年 28.0395月分 33.27075月分

勤続35年 39.7575月分 47.709月分

支給対象職員数 ー 2人 1人

国の制度（支給率） 20.0% 10.0% 3.0%

21,727千円

地域手当

支給対象地域 東京都特別区 広島市 三原市

支給率 20.0% 6.2% 3.0%

支給実績 264,672千円

職員1人当たり平均支給年額 267千円

73,215円

手当の種類（手当数） 12種類

時間外勤務手当

令和3年度
支給実績 313,109千円

職員1人当たり平均支給年額 319千円

令和2年度

支給対象職員1人当たり

平均支給年額（令和3年度）
ー 213,672円 ー

特殊勤務手当

（令和3年度）

区分 全職種

職員全体に占める手当支給職員の割合 28.4%

支給職員1人当たり平均支給年額
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（9）特別職の報酬等の状況（令和4年4月1日現在）

3-2　職員の給与の状況【上下水道局】

（1）令和3年度の人件費の状況（令和3年度決算）

（注）資本的支出弁償職員に係る職員給与費は含みません。

（2）令和3年度の職員給与費の状況（令和3年度決算）

（注）給与費は当初予算に計上された額であり、職員手当には退職手当を含みません。

（注）職員数には資本的支出弁償職員は含みません。

（3）職員の平均給料月額、平均給与月額および平均年齢の状況（令和4年4月1日現在）

区分 内容

3,500円

扶養親族のうち特定期間にある子（１人につき・加算） 5,000円

区分 内容

住居手当 借家 月額16,000円を超える家賃を支払っている職員 最高支給限度  28,000円

扶養手当

扶養親族である配偶者（課長級までの職員） 6,500円

扶養親族である配偶者（部長級職員） 3,500円

配偶者以外の扶養親族（子） 10,000円

配偶者以外の扶養親族（父母等）（課長級までの職員） 6,500円

配偶者以外の扶養親族（父母等）（部長級職員）

教育長 680,000円

区分 給料月額等

給料

市長 940,000円

副市長 780,000円

通勤手当
交通機関利用者 最高支給限度額 1ヶ月あたり  55,000円

交通用具利用者 距離に応じて支給（1ｋｍ以上） 2,200円～31,600円

450,000円

期

末

手

当

市長 6月期 2.15月分

副市長 12月期 2.15月分

報酬

議長 520,000円

副議長 480,000円

議員

事業費用総額

(A)
純利益

人件費

(B)

人件費率

(B／A)

令和2年度の

人件費率(参考)

5,082,587円 157,320千円 441,529千円 8.7% 8.3%

副議長 12月期 2.15月分

議員 計 4.3月分

教育長 計 4.3月分

議長 6月期 2.15月分

上下水道企業職

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

342,838円 406,070円 46.8歳

50人 203,593千円 30,192千円 80,802千円 314,587千円 6,292千円

職員数

(A)

給与費 1人当たり給与費

(B／A)給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　(B)
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（4）職員の初任給の状況（令和4年4月1日現在）

　尾道市一般行政職と同じです。

（5）級別職員数の状況（令和4年4月1日現在）

（注）　再任用職員は含んでいません。

（6）職員手当の状況（令和4年4月1日現在）

　期末手当、勤勉手当、退職手当の支給割合及び扶養手当、住居手当、通勤手当の支給額は、一般行政職と同じです。

3-3　職員の給与の状況【病院事業局】

（1）令和3年度の人件費の状況（令和3年度決算）

（2）令和3年度の職員給与費の状況（令和3年度決算）

（注）給与費は当初予算に計上された額であり、職員手当には退職手当を含みません。

（3）職員の初任給の状況（令和4年4月1日現在）

6級 7級 8級 計

標準的な職務内容 係員 係員 係員 主任 係長

区分 1級 2級 3級 4級 5級

6人 4人 1人 60人

33.3%

32.0% 7.5% 3.8% 1.9% 100%

27.9% 11.5% 6.6% 1.6% 100%

5年前の構成比 1.9% 5.7% 5.7% 41.5%

課長補佐 課長 部長

職員数 1人 1人 9人 18人 20人

職員1人当たり平均支給年額 332千円

10.0% 6.7% 1.7% 100%

費用額

(A)
経常利益

人件費

(B)

人件費率

(B／A)

令和2年度の

人件費率(参考)

支給職員1人当たり平均支給年額 18,129円

手当の種類（手当数） 3種類

時間外勤務手当

令和3年度
支給実績 21,637千円

職員1人当たり平均支給年額 361千円

参考
1年前の構成比 1.6% 4.9% 13.1% 32.8%

構成比 1.7% 1.7% 15.0% 30.0%

6,809千円

市民病院 公立みつぎ総合病院

特殊勤務手当

（令和3年度）

区分 全職種

職員全体に占める手当支給職員の割合 60.0%

区分 月額 区分 月額

期末・勤勉手当 計　(B)

893人 3,535,512千円 1,204,797千円 1,339,881千円 6,080,190千円

13,899,101千円 357,875 7,916,226千円 57.0% 57.4%

職員数

(A)

給与費 1人当たり給与費

(B／A)給料 職員手当

令和2年度
支給実績 19,628千円

209,800円

短大卒 163,100円 企業福祉職 短大卒 164,300円

企業行政職 大学６卒 218,000円 企業医療職(2) 大学卒 194,700円

大学卒 182,200円 企業医療職(3) 大学卒

企業医療職 大学卒 249,800円 企業医療職(1) 大学卒 324,200円

高校卒 150,600円 企業行政職 大学卒 182,200円
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（4）級別職員数の状況（令和4年4月1日現在）

ア　市民病院

　①企業医療職給料表

（注）標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

　②企業行政職給料表

（注）標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

イ　公立みつぎ総合病院

　①企業医療職給料表（1）

（注）標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

計

標準的な

職務内容
医師

医長

院長

副医長

統括診療副部長

区分 1級 2級 3級 4級

構成比 9.4% 71.9% 15.6% 3.1% 100%

職員数 3人 23人 5人 1人 32人

副院長

診療部長 統括診療部長

診療科長

主幹

診療放射線技師

臨床検査技師

6級 7級 8級 計

標準的

な職務

内容

薬剤師

区分 1級 2級 3級 4級 5級

言語聴覚士 主任 技師長 課長補佐 副看護部長 看護部長

作業療法士 看護師長 医療技術科長補佐 課長 部長

理学療法士

社会福祉士 薬局次長

歯科衛生士 専門員 薬局長 薬剤部長

管理栄養士 係長 薬局長補佐 医療技術科長
医療技術部長

主事

看護師

公認心理師

2.2% 2.4% 0.8% 100%

区分 1級 2級 3級 4級 計

8人 9人 3人 368人

構成比 1.6% 5.7% 57.9% 20.9% 8.4%

職員数 6人 21人 213人 77人 31人

構成比 ー 19.0% 61.9% 19.0% 100%

職員数 0人 4人 13人 4人 21人

標準的な

職務内容
医師 医師

部長

医長

院長

院長代行

副院長

施設長
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　②企業医療職給料表（2）

（注）標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

　③企業医療職給料表（3）

（注）標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

　④企業福祉職給料表

（注）標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

　⑤企業行政職給料表

（注）標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

診療放射線技師

臨床検査技師

6級 計

標準的な

職務内容

薬剤師

主　任

区分 1級 2級 3級 4級 5級

歯科衛生士 言語聴覚士 臨床検査技師 栄養管理室長 ﾘﾊﾋﾞﾘ部次長

歯科技工士 管理栄養士 理学療法士 歯科衛生士長 医療福祉部次長

理学療法士 薬剤師 薬局長

作業療法士 診療放射線技師 技師長 薬剤部長

社会福祉士

臨床心理士

歯科衛生士 歯科衛生士 社会福祉士長 医療技術部次長

歯科技工士 社会福祉士 精神保健福祉士長

154人

構成比 0.0% 74.0% 0.0% 17.5% 7.1% 1.3% 100%

職員数 0人 114人 0人 27人 11人

臨床工学技士

音楽療法士

6級 計

標準的な

職務内容
准看護師

保健師 保健師

主任 師長

看護部長

副看護部長

看護科長

区分 1級 2級 3級 4級 5級

2人

4人 170人

構成比 1.2% 68.8% 7.6% 8.8% 11.2% 2.4% 100%

職員数 2人 117人 13人 15人 19人

看護師 看護師

助産師 助産師

准看護師 准看護師

104人

構成比 84.6% 11.5% 3.8% 0.0% 0.0% 100%

職員数 88人 12人 4人 0人 0人

計

標準的な

職務内容

介護福祉士

介護福祉士 主任 係長介護員

看護補助者

区分 1級 2級 3級 4級 5級

課長補佐

課長

事務部長主幹

総合施設事務長

6級 7級 8級 計

標準的な

職務内容

主事

技士

主事

技士

主事

技士
主任

係長

専門員

区分 1級 2級 3級 4級 5級

6.1% 18.2% 3.0% 100%

2人 6人 1人 33人

構成比 12.1% 24.2% 0.0% 21.2% 15.2%

職員数 4人 8人 0人 7人 5人
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（5）職員手当の状況（令和4年4月1日現在）

　期末手当、勤勉手当、退職手当の支給割合は、尾道市一般行政職と同じです。

（6）特別職の報酬等の状況（令和4年4月1日現在）

4　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（1）職員の勤務時間（一般職の標準的なものを記入） 　（令和4年4月1日現在）

（注）休憩時間：職員が勤務時間の途中において、勤務から解放され、自己の時間として自由に利用


することが保障されている時間であり、労働基準法に準拠しているもの。

（2）年次有給休暇の取得状況（令和3年1月1日～令和3年12月31日）

（3）時間外勤務及び休日勤務等の状況（令和3年4月1日～令和4年3月31日）

（注）1　「時間外・休日勤務総時間数」は、当該年度中の時間外勤務等の総時間数。


（注）2　「職員一人当たりの時間外・休日勤務月平均時間数」は、「時間外・休日勤務総時間数」を、対象

　　　　　　職員（管理職を除く）数で除したもの。

5　職員の休業に関する状況

育児休業及び介護休暇の取得状況（令和3年4月1日～令和4年3月31日）

6　職員の分限及び懲戒処分の状況

（1）分限処分者数（令和3年4月1日～令和4年3月31日） （単位：人）

給料 病院事業管理者 780,000円

6月期 2.15月分

12月期 2.15月分

計 4.3月分

区分 給料月額等 期末手当

総付与日数

（A）

総使用日数

（B）

全対象職員数

（C）

平均使用日数

（B／C）

取得率

（B／A）

20,314.1日 4,874.2日 521人 9.4日 24.0%

1週間の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間

38.75時間 午前8時30分 午後5時15分 午後0時～午後1時

介護休暇 連続する6月 2人

区分 降任 免職

育児休業 子が3歳に達する日まで
男性職員 5人

女性職員 102人

時間外・休日勤務総時間数 職員一人当たりの時間外・休日勤務月平均時間数

250,774時間 15.1時間

休暇の種類 付与日数・期間等 職員数

151

職に必要な適格性を欠く場合 地公法第28条第1項第3号 0 0 0

心身の故障の場合
地公法第28条第1項第2号

第2項第1号
0 0 151

休職 降給 合計

勤務実績が良くない場合 地公法第28条第1項第1号 0 0 0

0

計 0 0 151 0 151

条例で定めた事由による場合 地公法第27条第2項 0 0

0

刑事事件に関し起訴された場合 地公法第28条第2項第2号 0 0

職制、定数の改廃、予算の減少

により廃職、過員を生じた場合
地公法第28条第1項第4号 0 0
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（2）懲戒処分者数（令和3年4月1日～令和4年3月31日） （単位：人）

7　職員の服務の状況

公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律（以下、「派遣法」という。）に基づく派遣の状況

8　職員の退職管理の状況 （単位：人）

9　職員の研修の状況

（1）研修に関する基本方針の策定（地方公務員法第39条第2項）

（2）研修の実施状況（令和3年4月1日～令和4年3月31日） （単位：人）

※人数は原則として延べ人数

10　職員の福祉及び利益の保護の状況

健康診断等の状況 （単位：人）

※定期健康診断については、延べ人数です。

11　勤務条件に関する措置の要求の状況

1

職務上の義務に違反し又は職務

を怠った場合
地公法第29条第1項第2号 0 0 0 0 0

法令に違反した場合 地公法第29条第1項第1号 1 0 0 0

区分 戒告 減給 停職 免職 合計

一般地方独立行政法人

派遣法第2条第2号
公立大学法人尾道市立大学 0 6 6

区分 民間企業 左記以外の法人

派遣形態根拠 法人名
派遣職員数（人）

役員 職員 合計

0

計 1 0 0 0 1

全体の奉仕者たるにふさわしくない

非行のあった場合
地公法第29条第1項第3号 0 0 0 0

ひろしま自治人材開発機構 一般（階層別）研修、特別（希望参加型）研修 19

その他の派遣研修 県実施研修、民間機関実施研修 5

機関別研修 研修内容 参加者数

派

遣

研

修

市町村アカデミー

（市町村職員中央研修所）
専門実務研修、政策課題研修、特別セミナー 2

国際文化アカデミー

（全国市町村国際文化研修所）
政策実務研修、国際文化研修、消防研修 12

令和3年度退職者

（管理職であった者）
0 1

策定の有無 策定時期

有 平成9年2月

人間ドック 1,106

ＶＤＴ作業従事者健康診断 28

R3.3.31現在継続件数

（Ａ）

R3.4.1～R4.3.31の

措置要求の件数（Ｂ）

R3.4.1～R4.3.31の

終結件数（Ｃ）

合計 5,860

区分 受診者数

定期健康診断 755

独

自

研

修

集合研修 基本（階層別）研修、特別（専門知識習得等） 882

職場研修 人権研修、交通安全研修　等 3,120

自己啓発研修 ｅラーニング 1,820

R4.3.31現在継続件数

（Ａ+B-C）

0 0 0 0
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12　不利益処分に関する不服申立ての状況

13　等級ごとの職員数（令和4年4月1日現在）

（1）市長の事務部局等

 ①一般職給料表

※備考　この表の職名欄において、5級の係長及び支所長（再任用）には百島支所長、浦崎支所長、人権文化

センター所長、因島ふれあいセンター所長及び栗原北学校給食共同調理場長を含み、7級の課長には清

掃事務所長、衛生施設センター長、南部清掃事務所長、議会事務局次長、監査事務局長、選挙管理

委員会事務局長及び農業委員会事務局長を含み、8級の部長には因島総合支所長、御調支所長、向

島支所長、瀬戸田支所長及び議会事務局長を含む。

0 0 0 0

等級
等級別基準職務表に規定する基準

となる職務

合計 内訳

（人） （％）

R3.3.31現在継続件数

（Ａ）

R3.4.1～R4.3.31の

不服申立ての件数（Ｂ）

R3.4.1～R4.3.31の

終結件数（Ｃ）

R4.3.31現在継続件数

（Ａ+B-C）

保健師 1

2級 経験を必要とする職務 53 6.3

主事 32

職名 （人）

1級 定型的な業務を行う職務 18 2.5

主事 15

保育士 2

主事兼学芸員 1

保育士 44

教諭 10

保健師 7

3級
高度の知識又は

経験を必要とする職務
121 17.5

主事 47

技師 13

技師 3

保育士 9

教諭 1

主事（再任用短時間） 4

技師（再任用短時間） 3

保健師（再任用短時間） 2

主事（再任用） 3

技師（再任用） 1

保育士（再任用短時間） 3

保健師 7

主任 216

主任（再任用短時間） 10

看護師 1

専門員（再任用短時間） 8

6級
本庁、出先機関又は委員会等の

事務局の課長補佐級の職務
62 8.6 課長補佐 62

主査（再任用） 2

専門員 89

専門員（再任用） 8

5級
本庁、出先機関又は委員会等の

事務局の係長級の職務
163 22.3

係長 54

支所長（再任用） 1

主査 1

主幹（再任短時間） 4

8級
本庁、出先機関又は委員会等の事

務局の部長級の職務
16 2.3

部長 13

参事 1

7級

本庁、出先機関又は委員会等の

事務局の課長級（会計管理者を含

む。）の職務

62 8.2

課長 47

主幹 4

主幹（再任用） 7

参事（再任用） 2

合計 738 100

4級
本庁、出先機関又は委員会等の

事務局の主任の職務
243 32.3
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 ②消防職給料表

 ③技能労務職給料表

（2）上下水道局

上下水道企業職給料表

（％） 職名 （人）

1級 定型的な業務を行う職務 20 9.0 消防士 20

等級
等級別基準職務表に規定する基準

となる職務

合計 内訳

（人）

3級
高度の知識又は

経験を必要とする職務
83 37.6

消防士長 69

消防士長（再任用短時間） 10

消防副士長 4

2級 経験を必要とする職務 12 5.4
消防副士長 3

消防士 9

消防副士長 1

5級 係長級の職務 18 8.1
消防司令 13

消防司令（再任用短時間） 5

4級 主任の職務 67 30.3

消防司令補 62

消防司令補（再任用短時間） 3

消防士長 1

8級 次長級の職務 2 0.9 消防監 2

7級 課長級の職務 5 2.3 消防司令長 5

6級 課長補佐級の職務 13 5.9 消防司令 13

内訳

（人） （％） 職名 （人）

1級
定型的な業務を行う技能職員又は

労務職員の職務
0 0.0 技術員

合計 221 100

等級
等級別基準職務表に規定する基準

となる職務

合計

9級 消防局長の職務 1 0.5 消防正監 1

4級 主任の職務 62 69.7

主任 34

技術員（再任用） 22

技術員（再任用短時間） 6

3級

高度の技能又は経験を必要とする業

務を行う技能職員又は労務職員の職

務

17 19.1 技術員 17

0

2級
経験を必要とする業務を行う技能職

員又は労務職員の職務
4 4.5 技術員 4

内訳

（人） （％） 職名 （人）

1級 定型的な業務を行う職務 1 1.5 技師

合計 89 100

等級
等級別基準職務表に規定する基準

となる職務

合計

5級 専門員の職務 6 6.7 専門員 6

4級 主任の職務 22 35.8
主任 18

技師（再任用） 4

3級
高度の知識又は

経験を必要とする職務
9 11.9

主事 1

技師 8

1

2級 経験を必要とする職務 1 4.5 技師 1

7級 課長級の職務 5 7.5
課長 4

主幹（再任用） 1

6級 課長補佐級の職務 6 10.4 課長補佐 6

5級 係長級の職務 20 26.9
係長 5

専門員 15

合計 65 100

8級 局長の職務 1 1.5 局長 1
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（3）市民病院

 ①企業行政職給料表

内訳

（人） （％） 職名 （人）

1級

主事、薬剤師、診療放射線技師、臨

床検査技師、理学療法士、作業療

法士、言語聴覚士、臨床工学技士、

保健師、助産師、看護師、歯科衛生

士、管理栄養士、栄養士、社会福祉

士、臨床心理士、診療情報管理士

又は運転員の職務

6 1.6
臨床工学技士

看護師

等級
等級別基準職務表に規定する基準

となる職務

合計

1

看護師 17

1

5

2級
薬剤師の職務又は

経験を必要とする職務
21 5.4

主事 1

診療放射線技師 1

臨床検査技師

臨床工学技士 1

作業療法士 2

言語聴覚士 3

臨床工学技士 5

診療放射線技師 8

臨床検査技師 6

理学療法士 6

管理栄養士 1

3級
高度の知識又は

経験を必要とする職務
213 55.2

主事 11

薬剤師 6

看護師（再任用） 5

看護師（再任用短時間） 8

臨床検査技師（再任用） 3

社会福祉士 4

4級 主任の職務又はこれに相当する職務 94 24.3

主任 60

看護師 17

看護師 156

歯科衛生士 1

管理栄養士 4

公認心理師 1

6級
課長補佐、科長補佐若しくは統括師

長の職務又はこれらに相当する職務
8 2.1

課長補佐 5

科長補佐 2

局長補佐 1

技師長 3

次長 1

専門員 12

理学療法士（再任用） 1

5級

係長、看護師長、技師長、次長若しく

は専門員の職務又はこれらに相当する

職務

31 8.0

係長 2

看護師長 12

主査 1

合計 386 100

主幹（再任用） 1

8級
事務部長若しくは看護部長の職務又

はこれに相当する職務
3 0.8

部長 2

看護部長 1

7級
課長、科長、薬局長若しくは副看護

部長の職務又はこれに相当する職務
10 2.6

課長 3

科長 1

主幹 1

副看護部長 4
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②企業医療職給料表

（4）公立みつぎ総合病院

①企業行政職給料表

②企業医療職給料表（１）

等級
等級別基準職務表に規定する基準

となる職務

合計

3

2級

医師及び歯科医師で、相当高度の知

識経験に基づき困難な医療業務を行

う職務

23 71.9

診療科長 11

医長 11

副医長

内訳

（人） （％） 職名 （人）

1級
医師及び歯科医師で医療業務を行う

職務
3 9.4 医師

合計 32 100

等級
等級別基準職務表に規定する基準

となる職務

合計

4級 院長の職務 1 3.1 院長 1

1

3級 副院長及び部長の職務 5 15.6
副院長 4

参与 1

3級 主事及び技士の職務 0 0.0 0

4

2級 主事及び技士の職務 8 24.2
主事 7

技士 1

内訳

（人） （％） 職名 （人）

1級 主事及び技士の職務 4 12.1 主事

6級 課長補佐の職務 2 6.1 課長補佐 2

5級 係長及び専門員の職務 5 15.2
係長 3

主任 2

4級 主事及び主任担当の職務 7 21.2 主任 7

合計 33 100

等級
等級別基準職務表に規定する基準

となる職務

合計

8級 事務部長の職務 1 3.0 部長 1

7級
事務部次長、課長、主幹及び総合施

設事務長の職務
6 18.2

課長 4

主幹（再任用） 1

総合施設事務長 1

0

2級 医師及び歯科医師の職務 4 19.0 医師 4

内訳

（人） （％） 職名 （人）

1級 医師及び歯科医師の職務 0 0.0

合計 21 100

4級
院長、院長代行、副院長及び施設長

の職務
4 19.0

院長 1

院長代行

副院長 3

3級
診療部長、副診療部長、診療科部

長及び医長の職務
13 61.9

部長 8

医長 5
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③企業医療職給料表（２）

等級
等級別基準職務表に規定する基準

となる職務

合計

0

2級

薬剤師、診療放射線技師、歯科衛

生士、歯科技工士、臨床検査技師、

臨床工学技士、理学療法士、作業

療法士、言語聴覚士、社会福祉士、

相談員、管理栄養士、栄養士、音楽

療法士、臨床心理士及び精神保健

福祉士の職務

114 74.0

薬剤師 5

診療放射線技師 6

歯科衛生士

内訳

（人） （％） 職名 （人）

1級 歯科衛生士及び歯科技工士の職務 0 0.0

音楽療法士 2

公認心理師 2

臨床工学技士 3

言語聴覚士 7

社会福祉士 10

管理栄養士 10

7

臨床検査技師 6

理学療法士 34

作業療法士 22

主任歯科衛生士補佐 1

主任歯科技工士 1

主任臨床検査技師 24級 主任及び主任相当の職務 27 17.5

主任薬剤師 2

主任診療放射線技師 1

主任社会福祉士 3

3級

薬剤師、診療放射線技師、歯科衛

生士、歯科技工士、臨床検査技師、

臨床工学技士、理学療法士、作業

療法士、言語聴覚士、社会福祉士、

相談員、管理栄養士、栄養士、音楽

療法士、臨床心理士及び精神保健

福祉士の職務

主任及び主任補佐の職務

0 0.0 0

理学療法士技師長 2

作業療法士技師長 2

言語聴覚士技師長 1

主任管理栄養士 1

主任臨床工学技士 1

5級

薬局長、技師長、管理栄養室長、歯

科衛生士長、社会福祉士長及び精

神保健福祉士長の職務

11 7.1

薬局長 1

主任理学療法士 7

主任作業療法士 6

主任言語聴覚士 2

合計 154 100

臨床検査技師長 1

6級

薬剤部長、医療技術部副部長、医

療技術部次長、医療福祉部次長及

びリハビリ部次長の職務

2 1.3
リハビリ部次長 1

医療福祉部次長 1

診療放射線技師長 1

歯科衛生士長 1

精神保健福祉士長 1

社会福祉士長 1
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④企業医療職給料表（３）

⑤企業福祉職給料表

等級
等級別基準職務表に規定する基準

となる職務

合計

2

2級
保健師、助産師、看護師及び准看護

師の職務
117 68.8

保健師 5

看護師 110

准看護師

内訳

（人） （％） 職名 （人）

1級 准看護師 2 1.2 准看護師

1

4級 主任及び主任補佐の職務 15 8.8
主任保健師 2

主任看護師 13

2

3級
保健師、助産師、看護師及び准看護

師の職務
13 7.6

保健師 1

看護師 11

准看護師

合計 170 100

等級
等級別基準職務表に規定する基準

となる職務

合計

6級
副院長、看護部長、副看護部長、副

施設長及び看護科長の職務
4 2.4

看護部長 1

副看護部長 3

5級 師長の職務 19 11.2

保健師長 3

看護師長 15

医療安全管理者 1

0.0 0

介護員 1

看護補助者 1

2級 介護福祉士の職務 12 11.5 介護福祉士

内訳

（人） （％） 職名 （人）

1級
介護福祉士、介護員及び看護補助

者の職務
88 84.6

介護福祉士

12

3級 主任及び主任相当の職務 4 3.8 介護主任 4

86

合計 104 100

6級

5級

4級 係長の職務 0
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